
学園南地区自主防災・防犯協議会 会則 

 

（名 称） 

第１条 本会は学園南地区自主防災・防犯協議会と称する。 

（事務所） 

第２条 本会の事務所は奈良市学園南 3丁目 1番 3号近鉄学園前駅南口西部再開発ビ

ル南棟 1階連合自治会集会室に置く。 

 

（目 的） 

第３条 本会は学園南地域自治協議会の部会として、各自治会並びに各種団体と相互

に協力し、災害による被害の予防対策及び発生時の被害軽減対策を図る防災活

動並びに犯罪による被害の防止を図る防犯活動に取り組み、「安全で、安心でき

る、住みよいまちづくり」を推進することを目的とする。 

（事 業） 

第４条 前条の目的を達成するため、次の事業を行なう。 

   １．防災事業 

    ① 防災知識の普及・研修の推進。    

    ② 災害発生時における、情報収集・伝達、初期消火、救出、救護、避難誘

導、応急手当、給食給水、警護等の諸活動の実践。 

    ③ 防災巡視の実施。 

    ④ 防災訓練の実施。 

    ⑤ 防災資機材の備蓄・整備・管理。 

   ２．防犯事業  

① 防犯知識の普及・研修の推進。    

    ② 防犯のための巡回・巡視の実践。 

    ③ 防犯訓練の実施。 

    ④ 防犯資機材の備蓄・整備・管理。     

（組 織） 

第５条 本会は学園南１丁目・２丁目及び３丁目に自治会を以って組織する。 

（役 員） 

第６条 本会に次の役員を置く。 

１ 会 長   １名     ２ 副会長   若干名 

３ 書 記   １名     ４ 会 計   １名 

５ 会計監事  １名     ６ 理 事   若干名  

（役員の選出） 

第７条 役員の選出は次のとおりとする。 

１  会長は自治会員の中から総会において選任する。 

 



２ 副会長は自治会長の中から１名以上を会長が委嘱する。加えて自治会長以外

の自治会員の中からも、会長が委嘱することができる。 

  ３ 書記、会計は自治会長の中から、又は自治会員の中から会長が委嘱する。 

４ 会計監事は自治会長の中から、又は自治会員の中から会長が委嘱する。 

  ５ 理事は自治会長全員。加えて理事会の同意を得て、自治会長以外の自治会員

の中からも会長が委嘱することができる。 

  (役員の任務) 

第８条  役員の任務は次のとおりとする。 

１ 会長は本会を代表し、会務を統轄する。 

  ２ 副会長は会長を補佐し、会長に事故あるときはその職務を代行する。 

    但し代行順位は自治会長選出の副会長が優先する。 

  ３ 会計は会計事務を掌る。 

  ４ 会計監事は会計事務を監査する。 

  ５ 理事は会長を助け本会の運営及び事業の推進に当たる。 

 （役員の任期） 

第９条  役員の任期は次のとおりとする。 

１ 会長の任期は２年とする。但し、再任は妨げない。 

２ その他の役員の任期は１年とし、定例総会の終了の時を以って当該年度の任

を終えることとする。ただし再任は妨げない。 

  ３ 役員の欠員が生じた時は、理事会の同意を得て会長が後任者を委嘱すること

ができる。補充により就任した役員の任期は、前任者の残任期間とする。 

（評議員） 

第１０条 本会に評議員を置く。 

１ 評議員は地区内関係機関・組織団体の代表者並びに学識経験者の内から理事

会に推薦し、会長が委嘱する。 

２ 評議員は本会の目的を理解し、本会事業の推進に積極的に協力する。 

  ３ 評議員の任期は１年とし、再任は妨げない。 

欠員により就任した評議員の任期は、前任者の残任期間とする。 

（顧 問） 

第１１条 本会に顧問を置くことができる。 

１ 顧問は理事会の同意を得て会長が委嘱する。 

２ 顧問の任務は会長の諮問に応える。 

  ３ 顧問の任期は１年とし、再任は妨げない。 

（会議の種類） 

第１２条 会議の種類は次のとおりとする。 

  １ 総 会  役員、評議員・顧問を以って構成する。 

  ２ 理事会  役員を以って構成する。 

          但し会長が必要と認めた場合顧問は参加ができる。 

 

 



（会議の招集） 

第１３条  

１ 本会の会議は会長が招集する。   

   但し過半数以上の理事からの要請がある場合、会長は会議を開催しなければな

らない。 

２ 総会は年１回定例総会として４月に招集することとする。 

３ 臨時総会・理事会は会長が必要と認めた時に、随時召集することができる。 

（議事の決定） 

第１４条 議事は出席者の過半数をもって決定する。 

（議決事項） 

第１５条 総会において議決すべき事項は次のとおりとする。 

   １ 事業報告及び事業計画。 

   ２ 事業予算の決定及び決算の認定。 

   ３ 会則の制定及び改廃。 

   ４ その他本会の運営に関する重要な事項。      

（会 計） 

第１６条  

１ 本会の経費は交付金・助成金及びその他の収入を以って充てる。 

   ２ 本会の会計年度は毎年４月１日に始まり、翌年３月３１日を以って終わる。 

（事務局） 

第１７条 本会に事務局を設置することができる。 

   １ 事務局のメンバーは、理事会の同意を得て会長が役員の中から委嘱する。 

   ２ 事務局の任務は、本会事業を運営する上で必要な諸企画・事業推進・事業

管理等の取り纏めの実務を担当する。 

   ３ 事務局メンバーの任期は１年とし再任を妨げない。 

（附 則） 

   １ 本会則は平成２１年６月 １日より施行する。 

   ２ 本会則は平成２３年２月２０日より施行する。       

３ 本会則は平成２５年４月 １日より施行する。 

４ 本会則は平成２９年４月 １日より施行する。  

５ 本会則は平成３０年４月 １日より施行する。 

６ 本会則は令和 ２年４月 １日より施行する。 

 

     


